
Ⅰ　役員報酬等について

　１　役員報酬についての基本方針に関する事項

　　①　令和７年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入実績を含む。）

　文部科学大臣が行う業績評価の結果及び共済業務について共済運営委員会の意見を聴い

て理事長が行う業績評価の結果を総合的に勘案して、特別手当の額を百分の十の範囲内で、

増額し、又は減額することができる。

　　②　役員報酬基準の内容及び令和７年度における改定内容

日本私立学校振興・共済事業団の役職員の報酬・給与等について

独立行政法人は、総務大臣が定める「独立行政法人の役員の報酬等及び職員の給与の水準の公表方法等につい

て（ガイドライン）」（以下「ガイドライン」という。）に基づき、役職員の報酬・給与等の水準の公表を行っ

ている。

一方、日本私立学校振興・共済事業団（以下「事業団」という。）は、独立行政法人そのものではなく「共済

組合類型の法人」とされていることから、ガイドラインに基づく公表の対象外とされている。しかし、事業団の

助成業務については独立行政法人に準じた管理手法が用いられていること及び私立学校法が学校法人に財務情報

の公開を義務付けていること等を考慮し、社会一般とりわけ私立学校関係者に対する業務運営の透明性を確保す

るとともに、その説明責任を果たすことは事業団の今日的責務であると考え、今年度も自主的に給与等の実態を

とりまとめ、実績を公表することとする。

理事長・理事・

監　事

監事（非常勤）

　日本私立学校振興・共済事業団役員給与規程に則り、報酬、地域手当、

通勤手当及び特別手当としている。

＜報酬＞

　一般職給与法（指定職）の改定に準拠し、報酬月額を平均2.8％引き上げた。

＜地域手当＞

　改定なし。

＜特別手当＞

　一般職給与法（指定職）の改定に準拠し、3.5月分（前年3.45月分）とした。

　日本私立学校振興・共済事業団役員給与規程に則り、非常勤役員手当

を支給した。

　一般職給与法（指定職）の改定に準拠し、報酬月額を平均2.8％引き上

げた。
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　２　役員の報酬等の支給状況

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

20,884 12,336 6,081 2,467 （地域手当）

千円 千円 千円 千円

2,011 （地域手当）

17,175 10,056 4,957 151 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

2,011 （地域手当）

17,168 10,056 4,957 144 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

2,011 （地域手当）

15,728 10,056 3,247 414 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

2,011 （地域手当）

15,492 10,056 3,247 178 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

2,011 （地域手当）

17,245 10,056 4,957 221 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

1,723 （地域手当）

14,859 8,616 4,247 273 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

5,849 5,849

注１： 「地域手当」とは、民間における賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する役員に支給されているも

のである。

注２： 前職欄の記号は、以下であることを示す。

　　 「◇」は役員出向者（国家公務員退職手当法第8条第1項の規定に基づき、独立行政法人等役員となるために

退職し、かつ、引き続き当該独立行政法人等役員として在職する者）、「※」は独立行政法人等の退職者

　３　役員の退職手当の支給状況（令和７年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

 支給額（総額） 退職年月日 前職
千円 年 月

千円 年 月

2,251 2 0
千円 年 月

3,377 3 0
千円 年 月

注： 前職欄の記号は、以下であることを示す。

　　 「※」は独立行政法人等の退職者

区分 摘　　　要

Ｂ監事
（非常勤）

◇

役名
令和７年度年間報酬等の総額 就任・退任の状況

前職
その他（内容）

理事長

Ａ理事 R7.4.1 ◇

Ｂ理事

Ｃ理事 R7.4.1 ※

Ｄ理事 R7.4.1

※Ｅ理事

Ａ監事

法人での在職期間

該当者なし

監　事 該当者なし

理事長

理事Ｂ R7.3.31

文部科学大臣が行う業績評価の結果及び共済業務に

ついて共済運営委員会の意見を聴いて理事長が行う

業績評価の結果を総合的に勘案して、理事長が支給

額を決定し、支給した。

※理事Ａ R7.3.31

文部科学大臣が行う業績評価の結果及び共済業務に

ついて共済運営委員会の意見を聴いて理事長が行う

業績評価の結果を総合的に勘案して、理事長が支給

額を決定し、支給した。
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Ⅱ　職員給与について

　１　職員給与についての基本方針に関する事項

　　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

　　 　（業績給の仕組み及び導入実績を含む。）

　　③　給与制度の内容及び令和７年度における主な改定内容

　　　　　特別手当の額は、理事長がその職員の在職期間、勤務成績等を参酌して定めるほか、

　　　　昇給区分を4段階にして、勤務成績を昇給に反映させる。

　　　　　給与水準の決定に当たっては、国家公務員及び他の独立行政法人等の給与水準を考慮

　　　　し、決定する。

　日本私立学校振興・共済事業団職員給与規程に則り、本給及び諸手当（扶養手当、

役職手当、通勤手当、単身赴任手当、超過勤務手当、休日勤務手当、管理職員特別勤

務手当、特別都市手当、住居手当及び特別手当）としている。

＜本給＞

　平均3.3%の増額改定を行った。

＜特別手当＞

　一般職給与法（行政職俸給表（一））の支給月数を勘案し、4.60月から4.65月に

引き上げた。

＜通勤手当＞

　自動車等使用者に対する通勤手当について、国家公務員の例に準じた形で引き上げ

た。
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　２　職員給与の支給状況

　　①　職種別支給状況

うち賞与

うち通勤手当

人 歳 千円 千円 千円 千円

270   42.9     8,637     6,224     180       2,413     

人 歳 千円 千円 千円 千円

270   42.9     8,637     6,224     180       2,413     

うち賞与

うち通勤手当

人 歳 千円 千円 千円 千円

23    57.2     4,601     3,378     149       1,223     

人 歳 千円 千円 千円 千円

23    57.2     4,601     3,378     149       1,223     

注１:医療施設及び宿泊施設に勤務する職員を除く。

常勤職員

総額

事務・技術

令和７年度の年間給与額（平均）

うち所定内区分 人員 平均年齢

非常勤職員

事務・技術

区分 人員 平均年齢

令和７年度の年間給与額（平均）

総額
うち所定内
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　　②　職員の分布状況（事務・技術職員）

　　③　職級別在職状況等（令和8年4月1日現在）

　　　（事務・技術職員）

区分 計 １等級 ２等級 ３等級 ４等級 ５等級 ６等級

標準的
な職位

部長 課長 課長補佐 係長 主任 係員

人 人 人 人 人 人 人

270   20       37      55      57      18      83      

( 7.4% ) ( 13.7% ) ( 20.4% ) ( 21.1% ) ( 6.7% ) ( 30.7% )
歳 歳 歳 歳 歳 歳

62      60      61      59      46      35      

～ ～ ～ ～ ～ ～

54      50      43      34      30      24      
千円 千円 千円 千円 千円 千円

9,544   8,602   7,811   6,625   5,361   4,742   

～ ～ ～ ～ ～ ～

8,395   7,150   5,797   4,789   4,351   3,391   
千円 千円 千円 千円 千円 千円

13,937  12,187  10,902  9,304   7,433   6,444   

～ ～ ～ ～ ～ ～

11,903  9,981   8,142   6,638   6,031   4,673   

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。

人員
（割合）

年齢（最高
～最低）

所定内給与
年額（最高
～最低）

年間給与
額（最高
～最低）注

28
30
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31

52

43

19 19

34
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Ⅲ　総人件費について

区　分 令和６年度 令和７年度

千円 千円

給与、報酬等支給総額 3,031,316 3,200,799

（Ａ）
千円 千円

退職手当支給額 305,140 192,615

（Ｂ）
千円 千円

非常勤役職員等給与 342,507 387,679

（Ｃ）
千円 千円

福利厚生費 480,561 508,985

（Ｄ）
千円 千円

最広義人件費 4,159,523 4,290,078

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

　　総人件費について参考となる事項

　　　給与、報酬等支給総額 ： 報酬・本給及び賞与支給月数の増（前年度比5.6％増）

　　　退職手当支給額 ： 退職者の減（前年度比36.9％減）

　　　非常勤役職員等給与 ：  業務量の増大に伴う非常勤職員の増（前年度比13.2％増）

　　　福利厚生費 ：法定福利費の料率改定に伴う増（前年度比 5.9％増）
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